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　　第１節　問題提起

　「租税原則論の二大潮流」といった，こけおどかしな，おおげさな標題

をつけてはみた。しかし，要は，いわゆる課税の諸原則の体系に関し，そ

の財政学史的展開について，それぞれの原典に即して私なりに大すじだけ

の，きわめて簡単な教科書的なスケッチを試みてみたい，と思うだけのこ

とである。

　1.租税原則論とは

　そもそも租税は，資本主義的経済とデモクラシー的政治のもとでの，近

代的市民社会体制下で，無産国家である公共権力体（国家または政府）の財

政運営にとって，不可欠かつ最も適合的な公共収入種類である。すなわち，

近代「租税国家」においては，国民が租税で共同負担する限りにおいて，

国民のために公共サービスが，主として一括提供の形でなされるのが，そ

の財政運営の基本だからである。

　ところで，このような近代租税国家の本質にもとづいた財政運営の視点

から，最も望ましい税制のあり方を，一般的な形で，論理的，体系的に検

討する租税論の一分野が，すなわち，租税原則論である。

　租税原則論とは，諸租税のいかなるあり方が，支配者　ないし／および

国民にとって，最も適切であるかの諸基準について，これを学問的に検討

するものである。そして，その結果沈澱した，租税政策の公準ともいわる

べきものが，課税の諸原則として定立されるわけである。
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　これは租税転嫁論と並んで，伝統的租税論の中心的部分を構成してきた。

租税転嫁論は経済理論的研究が比較的盛んであった英，仏などで，大いに

研究が進められてきた。これに反し，租税原則論は特にドイツの正統派的

財政学にあっては，最も重要な租税論の研究課題であり続けたの'である。

　2.租税原則定立の規定諸要因

　課税の諸原則の具体的な姿を規定する諸要因には，まことにさまざまな

ものがあろう。それらの内，特に重要と思われるものを，筆者は次の二つ

の系列の要因に分けて理解しようと思う。その第１は，

　ａ　観念的系列の諸要因

である。

　これにはまず，租税の本質論や根拠論からする，課税の対象や課税様式

の選択などについての評価が属する。

　そして租税の本質論や根拠論は，納税者たる個々人と，徴税者たる公共

権力体との関係についての，各人それぞれの基本的考え方，すなわち，各

個人の公共権力体観に，大いに由来する。また，それぞれの公共権力作観

は，改めて租税のもつ意味や，租税負担の公平の具体的内容についての基

本的理解を左右することになる。

　さらには，租税転嫁論など，租税負担分配についての経済理論の発展や

その当時の様相。

　これらのものは，一応課税の諸原則の具体的あり方を規定すべき観念的

要因に帰してもよいものと考えられよう。次いで

　ｂ　現実的系列の諸要因

がある。

　収税額の増大の必須性に応ぜざるをえない，租税の現実の変化から生ず

る，租税の意味，地位，重要性，機能などの変化。この変化は同時に，社

会・経済体制の変化にともなう，公共権力作の地位と機能，したがって。
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公共活動および公共経費の量的・質的変化を反映するものでもあろう。

　これら二系列に亘る諸要因は，互いにさまざまに結びつきうる可能性を

もち，事実さまざまに結びついてもきた。しかし歴史的，現実的には，こ

れは大すぢにおいて，諸要因のある特別な結合として派生する，互いに相

対立する側面をももつ，二つの大きな歴史的潮流の形をとって，その時々

の指導的租税原則論のあり方の流れを，大きく規定することになったと思

われる。結論を先にいうならば，すなわち。

　一つは，国民連帯的・福祉国家論的「大きな政府」観をもとに展開され

る租税原則論の潮流。もう一つは，個人主義的・自由主義的・（国の独立と

秩序維持のみを任務とする）法治国家論的「小さな政府」観にもとづく租税

原則論の潮流1）。

　そして前者の場合には，租税について，基本的にはこれを，納税者たる

国民の側，すなわち，市場経済の側の利害と，徴税者の側，すなわち，共

同経済の側，国家経済の側の利害とを，相並びうる同じ方向のもの，かつ

おおむね同じ程度の重要性をもつものという基礎から考察する。ただし，

租税のもつ本質からして，まず国家経済的利害の側面から先に考える場合

が多いことにはなるであろう。
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　後者のケースでは，租税について，原則的には，主として納税者側であ

る国民の利害ないし市場経済的利害を重視する。すなわち，個別的私経済

ないし市場経済の効率性を，さまざまな形で，またさまざまな程度に阻害

することになるものとしての租税，という意識をもってこれを考察するの

が通常ということになるであろう。ここではいわば，租税や財政（なぃし

国家経済）運営の諸原則を，できうる限り国民経済ないし市場経済の経済

学的法則に服さしめるべきだ，との意図がその根底にあると思われる。

　そして，前者には租税の給付能力説が，後者には租税の利益説が，おお

むね適合的な課税の根拠論ないし尺度論であったように思われる。

　3.租税原則論の二大潮流

　近代における経済・財政思想や学説の大きな歴史的うねりの中で，租税

原則論の支配的流れは，結論的にいえば「表　租税原則論の諸潮流」1）に

見られるような，五つの段階を経て今日に至っている，と考えてよいであ

ろう。ただしこの表では，そのそれぞれの歴史的段階での最重要な租税原

則論一つのみを，代表としてあげるにとどめている。

　いま述べた，互いに相対立している「大きな政府」観と「小さな政府」

観にもとづく租税原則論に即していおう。この表のような三世紀五段階に

亘って展開されてきた，西欧租税原則論の歴史は，二つの相対立する政府

観に立つ租税原則論の二大潮流の，主役交替の歴史でもある。この二大潮

流は，あたかもあざなえる縄のように，それぞれ，ある時代にはその一つ

が時代の表に，また次の時代にはその同じ一つが裏の地位を占めつつ，こ

れをくりかえして今日に至っているのである。
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表　租　税　原　則　論
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の　諸　潮　流
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　本稿では，租税原則学説の支配的潮流を，それぞれの時代の頂点に立つ

支配的租税原則論の当該原典にもとづいた解明をとおして，時を追って順

次簡単に紹介してゆくことにしたい。

　その場合本稿では，あくまでそれぞれの租税原則体系そのものを中心に

据えての，歴史的概観にとどめたいと思う。その原則体系の精確な租税理

論的基礎づけや，その原則体系から帰結される，理想的な租税体系や個々

の租税の具体的なあり方。あるいはその租税原則体系にもとづいた，当時

の現実の税制や個々の租税への批判の様相。これらの事項は解明すべく非

常に興味があり，かつ重要な課題ではあろう。しかしこれについては，こ

こではなるべく立ち入らないですますつもりである。

　既述のとおり，本稿ではあくまで租税原則（体系）論の展開の歴史につ

いての，私なりの簡単なスケッチ，しかもきわめて粗い表面的な，かつ教

科書風のスケッチに終始せざるをえないのである。

　　第２節　租税原則論の成立

　1.重商主義的・官房学的租税原則論

　近世はじめから18世紀半ば頃にいたる間の西欧の代表的経済・財政学

説は，いわゆる重商主義（英・仏）や官房学（ドイッ・オーストリア）のそ

れであった。両者の学説にはさまざまなニュアンスの相違はあろう。しか

し両者は，ともにそれぞれ，（専制）君主制的国家（ないし領邦）を背景に，

有産者的財政運営のもと，主権者主導にもとづく，近代的国家体制，近代

的経済体制の確立を目ざす，富国強兵的・殖産興業的政策体系の性格をも

つものであった。

　ただ，こと当時における租税原則の定立やその体系化に関しては，次の

二点に注意しなければならないであろう。すなわち，

　第１には，両者の内では官房学の方がこれにヨリ強い関心をもっていた
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こと。とはいえ，第２には，その官房学にあってさえも，学問的に体系化

された租税原則論が展開されるようになったのは，大学で経済諸学科を体

系的に講義する必要が生じた，後期官房学の時代の業績であったこと。そ

れも現実的には漸く18世紀の半ば頃になってからの業績において，はじ

めて見られるようになったこと。この二つである。

　ただし，租税学説一般に注目するならば，英，仏のマーカンティリスト

たち，特にイギリスのマーカンティリストの内，ともに内国消費税の推奨

者であった，ペティの『租税貢納論』1662年(William Petty,1623-1687, A

Treatiseof Taxes & Contributions,London,1662｡）とジェームズ・ステューアー

トの『経済学原理』1767年(James Steuart,1712-1780, An Inquiry into the Prin-

ciples of PoliticalOeconomy,･･…,2 vols･,London,1767｡）くらいは，問題にする

必要は大いにあるであろう。しかし，こと租税原則論に限っていうならば，

この両著作における議論は，この時代の租税原則体系論の典型として推す

ほどのものではない，と私は考えている1）。

　しかし，18世紀も半ばの頃，すでに経済学研究がかなりすすんでいたイ

タリアにおいては，事情は若干異なっていた。すでに租税原則体系論らし

い構想が芽生えていたからである2）。
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　上述したイギリス，フランス，イタリアの租税学説とは異なって，官房

学的租税論構築への努力は，一般論的にいえば，「君民共同の繁栄」を目

ざしての，福祉国家論的・税源涵養的「大きな政府」観にもとづく課税の

原則（体系）の定立が，その到達点となるべきものであったのだ。そして，

このための絶えざる努力は，後期官房学者たちの業績に至って，はじめて

花咲き実を結ぶことになったのである。

　では一体，後期官房学者の内，誰の，何という業績における租税原則論

をもって，その唯一の代表とすべきか。これの決定については，若干恣意

性の残る余地も存してはいよう。しかし筆者は，ユスティの，彼の租税原

則体系の最終的姿が見られる著作『財政の体系』1766年JohannHeinrich

Gottlobvon Justi,1717-1771, System des Finanzwesens,Halle 1766｡に

おける「課税の六原則」をもって，その代表に推したい1）。周知のように
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ユスティは，官房学（的財政論）の集大成者であり，しかも最高の後期官

房学者でもあったのだ。
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　2.「大きな政府」観的租税原則論の成立：ユスティの課税の六原則。

　　　1766年

　まず，ユスティの課税の六原則を紹介しておこう1）。

　これをユスティの表現どおりに再現してみると，次のようになる。

　1.「租税や公課にあたって，不断に念頭におかなければならない第１

の最重要な原則は，臣民がそれを納付しうるような状態になければならな

い，ということである」（ユスティ，前掲書，第696節。傍点は筆者のもの）。

　これは，いわゆる課税の税源涵養（育成）原則ともいわるべきものであ

る。

　「つまり，臣民を前もってこの増微分を負担できる状態にしておかない

ままに公課を課徴してはならない，と。すなわち，公課の増徴を考えるに

先立って，予め給養状態〔経済状態〕Nahrungsstandを改善しなければな

らないのである。これは課税が正当とされうる唯一のあり方である」，と

ユスティは考えた。そして「これを不変の原則として明白にしておくべき

であろう」（いずれも同，第697節）としたのである。
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　2.「租税および貢納の第２の原則は，公課は完全な平等性と公正な比

例をもって臣民に課されねばならない，ということである」（同，第698節）。

　すなわち，ユスティはすべての臣民が市民社会からひとしく「共同の至

福」にあづかり，また保護を享受しているとする。それゆえ，「臣民各自

が〔保護を享受している〕その財産に比例して，国家支出のために貢納す

ること」（同,698節）を要請する形での，課税の公平を第２の課税原則と

した。この場合，たとえば当然のことながら課税財産への比例税率的課税

が要請されるのであって，それへの累進税率の適用をユスティは考えてい

るのではない。それゆえ，ユスティの公平課税の原則には，いわゆる社会

政策的要素は一応含まれていない，と考えるべきである。ここでの課税の

公平の意味内容は，あくまで後述するワーグナーのいう「公民的時代J die

staatsbiirgerlichePeriode の課税の公平であって，ワーグナーのいう「社会

時代」的な課税の公平ではなかったのだ。

　3.「貢納や公課を課すための様式は，これによって国家の安寧と臣民

の福祉繁栄および市民的自由に，何らの損害をも招かないように創定され

ねばならない」（同，第702節）。

　そしてユスティは，この原則の必須性と重要性とは，各人にとって自明

のことであると考えている。

　4.「第４原則は，公課は国家の性質や統治形態にしたがって創定さる

べきである，という点に存する」（同, 703節）。

　この課税の第４原則は一応，ユスティの尊敬してやまないモンテスキュ

ーの『法の精神』1748年における政体の類型論や，それにもとづく事物

の歴史的・相対的理解の方法，などに想をえたものであろう。

　すなわち，この原則の正しさは苦もなく証明される，とユスティはいう。

財政諸機構が統治形態毎に異ならざるをえないことは，たとえば，ある国

民には抵抗感なしに納付される，ある種の公課も，時としては別の国民の

感情を，政府にたいする反感でみなぎらせることもあるであろう，からで
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もある，とユスティは考えた。

　5.「諸租税や公課の創定にあたり，念頭におかねばならない第５原則

は，公課が明確に規定され，誰もが納得のゆくような，確乎としたsicher,

かつ欺かれざる基礎を，これらに提供することが肝要だ，ということであ

る」（同, 704節）。

　この原則は，国家利益の観点からも，臣民の利害の立場からも，ひとし

く必要であるとユスティは考えている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　6.「貢納および公課にたいし，国家の側からも臣民の側からも，最も

便宜かつ容易な様式で，できるだけ少ない費用で徴収されうるような機構

をつくらねばならない」（同, 705節。傍点は筆者が付したもの）。

　ユスティはこの最後の第６原則をもって，殆ど注釈不要な自明のもので

ある，としている。

　この第５，第６の課税原則は，いずれも課税の税務行政的原則，ないし

は徴税技術的原則といわれているものであろう。

　以上がユスティのいわゆる課税の六原則，ないし租税原則体系論の，ユ

スティの論述に即した概要である。

　ユスティは，「これらはすべて，ひとしく必要である。どれ一つとして

欠けてはならない」（同，第705節。傍点は筆者のもの），と考えている。こ

のこと自体は当然の理として理解できるであろう。しかし，ユスティのこ

の文言をもって，ユスティは彼の課税の六原則の間での，一般的序列づけ

をなさなかったかのように理解するケースも，ないではない1）。しかし，

このように考えることは，ユスティの租税原則体系論を正当に評価するゆ

えんではない，と筆者には思われる。

　すなわち，たとえさまざまに異なった側面に向けての六つの原則のすべ
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てが，必要不可欠のものであるにしても，なお，このことだけで六原則間

に，重要度の一般的序列づけがなされていなかった，とまではいえないの

ではなかろうか。事実，筆者には，ユスティが課税の六原則間の重要度に，

おおよその序列づけをおこなっているように，読みとれるのである。

　ユスティが彼の課税の六原則中，第１番目の原則，すなわち，いわゆる

財源涵養（育成）的立場からの経済政策的課税の原則を，最重要なものと

していたことは，先の引用文からも容易に読みとることができる。しかも

「君民共同の至福」の追求を最高目的とする，官房学のもっべき特質から

考えても，税源涵養的租税原則こそは，まさに官房学的租税原則論の中枢

に位置すべき，最重要な原則のはずでもあろう。

　次いでユスティは，おおむねその重要度が高いと考えるものから順次，

課税の原則を並べていったと思われる。すなわち，ユスティは，社会政策

的ニュアンスを一応もたない，いわゆる「公民的時代」の意味での，租税

負担の各個人間の公平を第２番目に重要なものとして要請した。

　そしてさらに，課税の国家の安寧，臣民の福祉繁栄と市民的自由保証の

原則（第３原則），課税の統治形態への適合の原則（第４原則）を経て，最

後に，「君民共同の利益」にもとづく，課税のいわゆる税務行政的・徴税

技術的諸原則をあげたのである。すなわち，課税の明確性と確実性の原則

（第５原則），および課税の便宜性・容易性・最少徴税費の原則（第６原則）

がこれである。

　以上のような体系と特色とをもつユスティの租税原則論について，筆者

は結論的に次のように総括しておきたい。すなわち，

　「ユスティの定立した課税の六原則こそは，筆者の知る限り，およそ近

代的意味をもつ租税原則（体系）論の，西欧世界での最初の意義ある試み

であった。

　ユスティの課税の六原則は，自由資本主義が未だ支配的経済体制になる

以前の段階の絶対主義国家の，……有産着的財政運営を背景に定立された。
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当時租税は，臨時的収入種類というラペルが，未だかなり明確にはられて

いたのだ。ユスティの課税原則論は，これら租税が当時の支配的社会・経

済体制にたいしてもつべき機能をも考察したうえで，最も網羅的かつ体系

的統一性をもって展開されたものであった。

　それゆえにこそ，ユスティの課税の六原則は，よく重商主義的・官房学

的財政論における租税原則体系論の典型としての地位を占めえたのである。

　しかもユスティの租税原則論は，その後のドイツ財政学の主流派である

『大きな政府』論的財政学の租税原則論の出発点をも形成した。……」（前

掲拙稿「ユスティ租税原則論の学説史的意義（ニ）」21ページ）。

　3.「小さな政府」観的・古典（派）的租税原則論の生誕：スミスの課

　　　税の四原則，1776年

　次いで18世紀の後半から19世紀の半ば頃までの時代における，西欧の

最も支配的な経済・財政学説は，スミス経済学ないしイギリス古典派経済

学のそれであった。そこでは自由競争的資本主義に，一国経済全体の最も

調和的かつ最高能率の，経済の「自然秩序」を認識する。すなわち，それ

はかなり徹底した私経済的利害，市場経済的利害を中軸とする考え方のも

のであった。そして，主としてこの経済の「自然秩序」の維持保証のみに，

国家ないし国家経済の役割は限定されることになったのである。したがっ

て，国家の活動（ないしはそのための経費）は，国民経済全体にとっては必

須かつ有用なものではある。しかし他面，それは国民経済全体の効率性の

視点からすれば，その分だけ，国民経済の効率性を損う不生産的なものた

らざるをえない。すなわち，「小さな政府」こそが最善のもの，と考えら

れたゆえんである。

　しかも，その国家の財政運営は，当時ようやく有産者国家的なそれでは

なくなって来つつあった。漸次無産国家的・租税国家的・統一予算的財政
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運営に移りつつあったのである。となると，財政収入の側面はどのように

なってゆくのであろうか。

　しかもここでは，「国民が国家信用を破滅させるか，それとも国家信用

が国民を滅ぼすか」（ヒューム「国家信用にっいて」：デイヴィッド・ヒューム

・田中敏弘訳『経済論集』東京大学出版会，1967年, 148ページ）というほどの，

強い「公債敵視」観からの均衡財政の押しつけが，当時，市民的利害の側

から国家経済の側になされていたのである。

　かくして当然，租税についての基本的考え方も，市場経済の担い手でも

あるはずの納税者（国民）の利害を中心とするものたらざるをえなかった。

この時代の支配的租税原則論は，個人主義的・自由主義的・法治国家論的

・経済効率的「小さな政府」観にもとづくものが適合的たらざるをえなか

ったのである。

　古典派経済学の祖にして，経済学の父ともいわれるアダム・スミス。そ

の彼が経済学のバイブルとも呼ばれる『国富論』1776年の第５編で展開

した「課税の四原則」をもって，古典派経済学的租税原則論の代表とする

ことには，特に異論はないであろう。

　ユスティの課税の六原則の定立の後，わずか10年にして，当時漸く興

隆しはじめたイギリス自由競争的資本主義を背景に，個人主義的・自由主

義的・法治国家論的・経済効率的「小さな政府」観に立つアダム・スミス

の租税原則体系が，成立するはこびとなった。

　近世以来の長年の伝統であった重商主義の富国強兵・殖産興業政策的

「大きな政府」は，いまやスミスには，むしろ一層の経済発展にとって桎

梏となる，と観ぜられるに至った。それゆえ，かかる重商主義的見方の枠

を打ちくだき，あたかも新しい潮流の租税原則論の創始者，ないし「古典

〔派〕的諸公準」(J. S.ミル『経済学原理』第５編　第２章，１）たるべき運命

を担って，しかも単純かつ「定式化のエレガントさ」(Fritz Karl Mann, 1883-

1979, Ａｒt･,Smith, Adam, in : HdSW。 Band ９,Stuttgart-Tubingen-Gottingen1956。
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S｡289)を備えて，スミスの租税原則論が展開されたのである。 1776年刊

行の『国富論』第５編，第２章，第２節における，いわゆるスミスの課税

の四原則がこれである。

　いわゆる公平課税の原則と三つの税務行政的・徴税技術的原則とを含む

ものとして，後世非常に有名となったスミスの課税の四つの一般原則を，

まず，再現しておこう(引用は主として，大内兵衛・松川七郎共訳･アダム･ス

ミス『諸国民の富　Ⅱ』岩波書店，昭和44年によっている)。

　｢1.あらゆる国家の臣民は，各人の能力にできるだけ比例して，いい

かえれば，かれらがそれぞれ国家の保護のもとに享受する収入に比例して，

政府を維持するために貢納すべきものである｣。

　これが後世，スミスの公平原則と称される課税の第１原則である。

　｢2.各個人が支払う義務を負う租税は，確実certainでなければなら

ない，つまり恣意的であってはならない。支払時期，支払方法，支払金額

のすべては，貢納者にも他のあらゆる人にも，明白で平易なものでなけれ

ばならない｣。

　これは主として，納税者たる市民の側に立って主張されている，課税の

確実性ないし明瞭性，明確性の原則といわれる，徴税技術的原則である。

　｢3.あらゆる租税は，貢納者がそれを支払うのにおそらくもっとも多

くの便宜があるconvenient時期と方法で徴収されなければならない｣。

　これもまた，専ら納税者たる市民の利益に即して要請されている，課税

の便宜性原則という一種の徴税技術的原則である。

　｢4.あらゆる租税は，それが人民のポケットからとりだすにしてもポ

ケットのそとにとどめておくにしても，その分か，国庫に納入される分以

上になることをできるだけすくなくするように考案されなければならな

い｣。

　文章表現に着目する限り，これもまた一応は，市民的利害の側からの課

税の最少徴税費の要請という，徴税技術的原則に属するものであるといっ
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てよいであろう。

　くりかえし述べよう。後世，以上のように理解されたことによって，ス

ミスの課税の四原則は，個人主義的・自由主義的・法治国家論的・経済効

率的「小さな政府」観にもとづく租税原則論の一大潮流の，また時として

は，租税原則論一般の，古典的な典型と見なされてきたのである1）。

－19－



　4.スミス租税原則論の支配とその背景

　以上がスミスの課税の四原則の，スミスの原典に即しての紹介である。

　マンのいうように，たしかにこの課税の四原則の定式化には，当時とし

ては類を見ないほどの「エレガントさ」が見られるであろう。しかし他面，

スミスの定立した課税の四原則には，全体的にも，また個別的にも，その

オリジナリティについては，そう高くは評価しえない而もある，と考えら

れる。

　すなわち，スミスの定立した課税の四原則には，スミスと同郷の友人ケ

ームズの『人間の歴史概要』1774年Henry Home, Lord Kames, Sketches

of the History of Man, 2 vols･,Edinburgh, 1774. の課税の六原則（ケーム

ズ，前掲書，第１巻,474ぺ81ページ）に直接つながる，いわばその再構成版

とも考えられる面もある。しかもスミスと同時代の既述のイタリアの経済
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学者ヴェッリの前掲書，1771年の課税の五原則も，その内容の点でスミ

スのものを先取りしたかのごとき観のあるほどの類似性を見せている，と

いった事実も存在するのである1）。

　では一体，それ自体としては当時必ずしも群を抜いてそびえ立つほどの

ものとはいえないスミスの課税の四原則が，やがて「古典〔派〕的課税原

則」の典型として，少なくとも19世紀の半ば頃まで，あるいはその後も，

租税原則論の主流派の代表としての地位を保持しえたのは何故なのであろ

うか。思うにこれは，ひとえにスミスの著作『国富論』1776年の経済学

的・現実経済政策的世界での，歴史上比類なき成功のおかげであり，また

来るべき自由資本主義的経済体制の支配の時代の到来のおかげでもあろう。

　周知のようにスミス『国富論』1776年に見られる自由放任的経済学説

や「安あがりの政府」を要請し，またこれを主柱とする財政学説は，母国

イギリスで，時の支配的学説としての，いわゆる古典派経済・財政学説と

して継承され，発展してきた。

　それだけではない。スミスの経済・財政学説は，ただちにヨーロッパ諸

国にも移植され，19世紀前半には，当時の世界ともいいうる（西）ヨーロ

ッパでの，主流派経済・財政学説となっていったのである。

　フランスでは，スミス学徒セェの著作『経済学概論』1803年Jean-

Batiste Say, 1767-1832, Traite d'economie politique,ou simple exposi-

tion,｡｡…,2vols.,Paris 1803｡ をとおして，スミス的・古典派的財政論が指

導的財政学説となっていった2）。
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　官房学の長い伝統をもつドイツにおいても，おおむねフランスと同様な

事情であった。『国富論』公刊の1776年には，はやくもその独訳，第１

巻が出版され，18世紀末頃には，スミス経済学説を手本に，経済や財政

を論ずる者もでてきた1）。

　19世紀に入ると，世紀初頭の最大の初期ドイツ財政学者ヤーコプの著

作によって2），および特に19世紀前半のドイツ最高の講壇経済学者・財
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政学者ラウの著作をとおして1），スミス流・古典派流の経済・財政学説

は，19世紀前半におけるドイツの主流派的経済・財政学説ともなったの

である。当然租税原則論についても同様のことがいえるわけである。

　その結果でもあろうか。同時に時代がスミスの課税の第１原則を，純経

済的平等の原則からいわゆる公平原則へと，修正一般化させる解釈を試み

させることになった。これによって「スミスの課税の四原則が一層エレガ

ントな姿で，少なくとも時代の租税原則体系論の典型を示すものとして永

遠に残ることになった」（前掲拙稿（ユスティ租税原則論の学説史的意義

に）」，19ページ）のだ。

　5.租税原則論の成立とその出発
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　以上に見てきたように，1766年という，まさに重商主義の時代をしめ

くくるか見えた時期に，あたかも重商主義的・官房学的租税原則論を総括

するかのように，ユスティの国民連帯的・福祉国家論的「大きな政府」観

にもとづく租税原則（体系）論が公表された。これにすぐ続いて，まさに

来るべき自由資本主義の時代を予見するかのような形で，1776年アダム

・スミスの個人主義的・自由主義的・法治国家論的・経済効率的「小さな

政府」観にもとづく租税原則（体系）論が世に問われたのである。

　かくして，租税原則論の歴史の世界に登場すべき二つの主要潮流を代表

する，二つの基本的タイプのものが，ともに18世紀後半に出そろったわ

けである。この時点で，いわば租税原則（体系）論が，学問的形態を整え

て一応の成立を見ることになった，といってよい。

　そして，ユスティのそれをもって，租税原則論の支配的潮流はその発展

の第１段階の頂点を極めた。次いでただちに，スミスのそれが，新たな主

要潮流として租税原則論の発展の第２段階をむかえることになった。既に

垣間見たように19世紀前半は，いわばスミス的租税原則論がその支配的

潮流として西欧世界に君臨していた，租税原則論の歴史の第２段階であっ

た，というわけである。
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